151V1  付属証明書

エコマーク商品類型No.151「浄化槽Version1」付属証明書

本付属証明書は、エコマーク商品類型No.151「浄化槽Version1」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。
	申込日： 
	　　
	年
	
	月
	
	日

	商品ブランド名
	

	申込者（会社名）
	


	＜付属証明書の作成方法＞
1．申込商品に関する必要事項を「記入欄」に記載又は選択して下さい。
2．「添付証明書」欄の書類をご用意下さい。「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。各書類は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。
3．「添付証明書」の書式は、記入表として設定がある項目についてはそのまま使用してください。記入表の設定がない項目の書式は自由です。　


	項目
	記入欄／添付資料　※該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示（予定）について記載下さい

	表示媒体
□製品 ／  □包装 ／　□Web
□商品説明書（パンフレット・カタログ・リーフレット）
□取扱説明書 ／ その他 （　　　　　　　　　　）

	エコマーク表示予定設計図

※エコマークの表示方法は「エコマーク使用の手引」を参照下さい。
	エコマーク表示予定設計図(書式自由・原稿)をご提出下さい。
※様式2の｢エコマーク表示見本｣の画像をご活用ください

	エコマークを表示しない（予定）場合はその理由を右欄に記載して下さい
	【表示無しの理由】


	項目
	記入欄
※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の
発行者

	製品を開発した会社
	　□他社／  □自社
※OEMなど他社開発製品の場合、右の添付証明書が必要です
	記入表0
	申込承諾者

	本商品類型で、既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　□あり／  □なし
（ブランド名以外変更がなければ、以下の項目の証明は不要です）
	エコマーク商品認定審査結果通知書の写し
変更点についての認定基準に対する証明書
	


「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類

4-1．環境に関する基準と証明方法
	対象
	記入欄

	処理対象人員
	· 5人槽　／　□ 7人槽　／　□ 10人槽

	処理方式
	　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）例：担体流動生物濾過循環方式


	認定基準
項目番号
	記入欄
※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(1)

放流水質
	BOD除去率が90％以上、放流水質の性能評価値がBOD20mg/L 以下で、かつ総窒素濃度20mg/L以下または総りん濃度1mg/L以下の高度処理型である。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	処理性能を満たしていることが分かる資料（性能評価書、または大臣認定書、型式適合認定書の写し）
	

	4-1.(2)

省エネ基準
	浄化槽の消費電力は、下表の省エネ基準を満たす。
□ 適合している ／ □ 適合していない
処理対象人員
消費電力（定格出力）※
5人槽
52W以下
7人槽
74W以下
10人槽
101W以下
　　　※50Hzと60Hzで消費電力が異なる場合は、両方の場合で基準値を満たすこと。
以下の浄化槽に該当する場合、省エネ基準は適用除外
□りん除去型（T-P 1mg/L以下）
□膜分離型（BOD 5mg/L以下）
	消費電力がわかる資料（仕様書、全国浄化槽推進市町村協議会の登録内容等）

	申込者等

	
	申込型式に対応するブロワ数
□　1つ　／□　2つ以上　
※1型式の浄化槽に複数のブロワを用いる場合、消費電力の保証値とその管理方法（ブロワの消費電力の指定等）、および申込時点で用いられている各々のブロワについての消費電力が資料を提出すること。
	
	

	4-1.(3)

選択肢
	申込製品の選択肢　（いずれか1つ以上選択）
□a　BDO10ｍｇ/L、T-N10mg/L or T-P1mg/L

□b 省エネ基準－10％達成
□c　コンパクト型
□d ディスポーザ対応
□e 再生プラスチック使用
以下、選択した項目のみ記入、添付証明書を提出すること
	
	

	選択肢a
	放流水質の性能評価値がBOD10mg/L 以下で、かつT-N10mg/L以下またはT-P1mg/L以下である。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	4-1.(1)と同じ
	

	選択肢b
	浄化槽の消費電力が4-1.(2)表1の省エネ基準よりもさらに10％以上低減されている。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	4-1.(2)と同じ
	

	
	· ブロワの運転時間制御により消費電力(単位時間に相当する定格出力の換算値※)が低減されている
※24時間サイクルの場合：
定格出力×24時間中の運転時間／24時間
	所定の制御方法により大臣認定を取得していること、および消費電力の算定根拠が分かる資料
	申込者等

	認定基準
項目番号
	記入欄
※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	選択肢c
	浄化槽本体の大きさが下表の総容量の基準値を満たす。
□ 適合している ／ □ 適合していない
処理対象人員
総容量
5人槽
2.2m3以下
7人槽
3.1m3以下
10人槽
4.5m3以下

	製品の大きさが分かる資料（仕様書）
	申込者等

	選択肢d
	ディスポーザ対応浄化槽である。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	ディスポーザ排水を加えた排水により、処理性能を満たしていることが分かる資料(4-1.(1)と同じ)
	申込者等

	選択肢e
	プラスチックの全重量に占める再生プラスチックの重量割合が、ポストコンシューマ材料の場合は25%以上、プレコンシューマ材料の場合は50%以上である。（両方を使用の場合は換算式を満たすこと）
□ 適合している ／ □ 適合していない
	記入表151‐1
記入表151‐2
	申込者

	
	
	記入表151‐3
	再生材料回収事業者


カドミウム

	びその化合物
	≦0.01


	六価クロム化合物
	≦0.1


	ポリブロモビフェニル(PBB)
	≦0.1


	ポリブロモジフェニルエーテル(PBDE)
	≦0.1



	　　※含有率は均質物質（全体的に一様な組成で機械的に分離できる最小単位）における含有割合を指す。
	浄化槽本体における該当物質の含有率または非含有であることの調査方法（調査シート、試験結果等）、ならびに管理体制を説明する資料
	申込者等
	

	
	浄化槽本体において短鎖塩素化パラフィン（鎖状C数が10～13、含有塩素濃度が50％以上）の難燃剤を処方構成成分として添加していない。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	
	

	4-1.(5)

維持管理
	浄化槽の保守点検、清掃等のメンテナンス容易性に配慮して設計している。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	配慮設計の説明
	申込者

	
	
	全国浄化槽推進市町村協議会による登録、性能評価試験等での確認などの資料
	

	
	消耗部品の交換・補充、補修部品の供給、品質保証、ならびに修理の受託体制が整備され、そのための情報提供がなされている。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	該当する情報提供箇所の写し等
	申込者

	
	外郭・仕切板は3年間以上、駆動部は1年間以上の保証期間がある。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	
	

	
	代替品や汎用品で対応できない部品については、生産打ち切り後も7年程度は部品を供給できる。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	
	

	認定基準
項目番号
	記入欄
※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(6)

情報提供
	浄化槽の施工業者、保守点検業者、清掃業者および使用者に対し、留意事項を適切に伝達している。
□ 適合している ／ □ 適合していない
取扱説明書に以下の①、②の内容を記載している。
情報提供のあり／なし
あり
なし
①使用上の注意事項（使用者が安全上、水質維持上注意すべき内容）


2 維持管理（保守点検、清掃、法定点検）の必要性



	情報の伝達方法（維持管理講習会の実施、相談窓口の設置、取扱説明書のWebへの掲載や入手方法の案内等）の説明
	申込者

	
	
	施工要領書、維持管理要領書および取扱説明書
	申込者

	4-1.(7)

環境法規の順守
	申込商品の製造にあたって、最終製造工程（組立工程）を行う工場が立地している地域の環境法規等を順守している。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	記入表151-4
	最終製造工場（工場長）

	
	申込日より過去5年間の環境法規等の違反がない。もしくは、違反があった場合には、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守している。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	
	


4-2．品質に関する基準と証明方法
	認定基準
項目番号
	記入欄
※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-2.(8)

品質
	国土交通大臣の型式認定を受けている。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	型式認定証の写し
	

	
	浄化槽本体の耐久性（強さ、剛性、水密性、耐薬品性）に関して、強度検証を行っている。
□ 適合している ／ □ 適合していない
強度検証の内容
□JIS規格
□浄化槽・部品規格<改定版>
□FRP評定
□その他（　　　　　　　　　　　　）
	
	

	
	申込者は製造物責任法（PL法）への対応を明確にしている（PL保険の加入、「型式浄化槽のPLガイドライン改定2版」への準拠等）。
□ 適合している ／ □ 適合していない
	PL法への対応内容を説明すること（(社)浄化槽システム協会の認定シール等）
	申込者等


5．配慮事項
　認定の要件ではないが、以下に配慮することが望ましい。
	認定基準
項目番号
	記入欄
※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	5.(1)

更なる低炭素化設計
	4-1.(3)選択肢への適合以外のさらなる低炭素化手法にも考慮された設計である。
□ 考慮している ／ □ 考慮していない
	申込製品の低炭素化の手法と、その設計上の工夫等を説明
	申込者

	5.(2)

使用後のリユース、リサイクル性
	使用後の浄化槽のリユース、リサイクル性について考慮されている。
□ 考慮している ／ □ 考慮していない
	リユース、リサイクル性に考慮した内容についての説明
	申込者

	5.(3)

単独処理浄化槽転換に資する設置面積
	4-1.(3)項のコンパクト化にあたり、下表の本体設置面積の推奨値を満たす。
□ 満たす ／ □　満たしていない
処理対象人員
本体設置面積
（本体の全長×全幅）
5人槽
1.9m2以下
7人槽
2.6m2以下
10人槽
3.9m2以下

	製品の大きさ（全長、全幅）が分かる資料
	申込者


記入表151‐1
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局 御中
製品における材料の使用割合証明書
	記入日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）

	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者
	型式名：
	


※ 型式ごとに記入下さい。複数の型式について、使用素材の重量割合が同じ場合は、下欄の備考にその旨をご記入下さい。この表で書ききれない場合は、この表に準じた表を作成下さい。
	4‐1. (1) 製品全体の材料使用比率

	
	部品名
もしくは
製品名
	重量
(g)
	プラスチック材料
	他材料

	
	
	
	再生材料
	バージン材料、添加物の名称＊１
	重量(g)
	材料名
	重量
(g)

	
	
	
	ポストコンシューマ材料のポリマー名＊１
	重量(g)
	プレコンシューマ材料のポリマー名＊１
	重量(g)
	
	
	
	

	部品
1
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
2
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
3
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
4
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
5
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	部品
7
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	重量
合計
	A
	
	B
	
	C
	
	D
	
	E
	

	プラスチック重量に占める再生プラスチックの重量割合
（B＋C）／（B＋C＋D）×100 = 　　　　(g)／ 　　   (g)× 100 =  　　  ％  ＊小数点1位以下切捨て
　基準値判定　（B＋C／2）／（B＋C＋D）×100 ＝  　  　≧ 25


＊１　プラスチックのポリマー名は、PE、PPなどとご記載ください。ナイロンの場合には、PA6もしくはPA66を記載してください。ガラス繊維についてもポリマー名としてご記載ください。
【配合割合の管理方法】
	申込者からの成型事業者に対して、配合割合の指示方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

	
	□成型事業者に渡す製品指示書に配合割合を明記している
□成型事業者と契約書に配合割合を明記している
□その他の方法で指示　※具体的内容を以下に記載して下さい。
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	成型事業者における配合割合の管理方法
	該当する項目にチェック・記載して下さい。

	
	□処方書・配合日報等で配合割合を管理している。
　記録文書の名称：（　　　　　　　　　　　）　例　処方書
　帳票の管理者：（　　　　　　　　　　　　）　例　成型課長
□その他の方法で管理
　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


記入表151‐2
公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局　御中
製造工程証明書
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）

	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者
* 再生プラスチック供給＝ペレット化、フレーク化を指します。
* 商社等製造に関与していない事業者名は記入不要です。
* 製造工程をお示しいただく対象部品は、再生プラスチックを使用した部品です。
* 部品点数が多くて、この表で書ききれない場合は、この表に準じた表をご作成ください。
	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名
	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名
	→
	成型加工
事業者名
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名
	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名
	→
	成型加工
事業者名
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名
	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名
	→
	成型加工
事業者名
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名
	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名
	→
	成型加工
事業者名
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名
	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名
	→
	成型加工
事業者名
	

	

	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名
	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名
	→
	成型加工
事業者名
	

	

	部品名

	
	再生プラスチック
回収事業者名

	→
	再生プラスチック供給（ﾍﾟﾚｯﾄ化）事業者名

	→
	成型加工
事業者名

	→

	

	
	
	
	
	
	
	
	
	組立事業者名

	
	
	

	
	
	↓

	
	
	製品化事業者名


注１）既に本商品類型で認定を受けている材料を使用する場合には、その認定を受けている材料以降の製造工程の事業者名の記載のみでも認めます。
記入表151‐3
○○株式会社　御中
原料供給証明書
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）

	印（社印を捺印）

	【発行担当者】

	住所：

	部署：
	役職：

	氏名：

	TEL：
	FAX:

	E-mail：


* 発行者は再生材料回収事業者
以下の内容の再生材料を（エコマーク商品製造者名）に供給することを証明致します。
	□
	プレコンシューマ材料

	① 発生場所
	
	例：
包装フィルム
製造工場

	② 発生内容
	
	例：
不良品、ロス品

	③ 素材名
	
	例： ポリエチレン

	④ 再生工程の説明
	
	②で発生した材料の具体的な再生処理方法


	□
	ポストコンシューマ材料

	① 使用後廃棄された材料名・製品名
	
	例： PETボトル

	② 素材名
	
	例： PET


※ 申込製品の製造工程における工場で発生した材料は除く。
※ 該当する項目にチェックをし、必要事項を記載してください。

記入表151‐4
公益財団法人日本環境協会
エコマーク事務局  御中
環境法規等順守証明書
	発行日： 
	　　
	年
	
	月
	
	日

	(会社名) 
(工場名) 
(責任者) 役職名：　　    氏名： 
	印
(社印を捺印)

	工場住所： 

	TEL： 


* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）
* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。
記
1．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。
（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。別紙一覧提出可）
	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□大気汚染防止法
	

	□水質汚濁防止法
	

	□騒音規制法
	

	□振動規制法
	

	□悪臭防止法
	

	□その他：
	

	□その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）
2．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。
（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）
□ 過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。
□ 創業（      年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。
□ 過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。
※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実に関する、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)
1) 工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧
2) 実施体制(組織図に役割等を記したもの)
3) 記録文書の保管について定めたもの
4) 再発防止策(今後の予防策)
5) 再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


□ 過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。
記入表0　　本書式は他社開発製品またはOEM供給を受ける場合に限り提出が必要です。
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
申込承諾書
	発行日：　
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）

	印（社印を捺印）


* 発行者は製品を製造した会社（申込承諾者）
当社商品名（　　　　　　　　　　　）（エコマーク認定番号（　　　　　　　））を、
エコマーク申込企業（　　　　　　　　）が商品ブランド名（　　　　　　）として、
エコマーク商品認定・使用申込を行うことを承諾します。
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